
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ） 8,258 0

50,335

概　算
人件費

1.00 1.00

要求からの主な変更点

 概算事業費（B（A）+C） 48,609 50,686

42,428

8,258

□県民協働による事業改善

Aの
財源

23,457 24,576

当初予算 40,952

指摘事項等への対応

□監査

17,495 17,852

0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円）

□決算特別委員会

0

補正予算

24,380

40,952

H27末
（見込）

H28

目標 成果 達成状況

17,697

予
算
額

前年度繰越

合計（A) 42,07742,428

42,077

（要求）（当初）

529 488

554 490

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28実施内容

直接 農地売買促進に要する経費・会議開催等

農業開発公社の農地売買支援事業に係る業務等
に要する経費助成
補助先：（公財）長野県農業開発公社

41,345 41,099

実施期間 S45 ～

県民との協働による実施： 実施は困難

目指す姿

現状
（予算編成

時）

　農業生産を担う基幹的農業従事者の高齢化による離農、規模縮小とともに農家数も減少傾向にあるため、農業生産力が低下したり
農地の有効活用が困難になりつつある。
　農業開発公社は農地集積を図るため、担い手へ年間87ha（平成26年度実績）の農地を売渡している。

県が関与
する理由

　認定農業者等の意欲ある担い手への農地の利用集積が進み、農業経営の規模拡大と安定化を目指す。

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

公社は担い手への利用集積等を推進する県農政の補完機関であるため
農地中間管理事業の推進に関する法律、農地集積・集約化対策実施要綱

　 1  夢ある農業を実践する経営体の育成

課・局・室 農村振興課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail noson@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
1-3　夢に挑戦する農業

事業番号 09 06 20 事業改善シート （28年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 農地売買支援事業 担
当
課

部局 農政部

１　事業費 補助金
農業開発公社の農地の買入及び賃借料前払に要
する資金の利子助成
補助先：（公財）長野県農業開発公社

合計

H27 H28

２　業務費 補助金

３　県事務費

8,258

40,351

42,428 42,077

0 0 0

1.00

0

（指摘事項等） （対応）

28予算案

100ha 100ha

H29
目標

26年度 成果目標の達成状況

○担い手への農地売渡面積　100ha
　（設定理由：担い手農家が年間買入れる農地の概ね４割となるように年間100haとした）

27年度 28要求

0

農地の売渡
面積

（予算案）

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針 3-3 活力と循環の信州経済の創出

施策展開

3-(1) 経済構造の転換

(ｳ)農業の競争力強化

 ｱ　県内産業の競争力強化

項目 H26末

87ha

mailto:noson@pref.nagano.lg.jp

